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特定空家等判断基準について 

 

１ 用語の定義について  
（１） 空家等 
空家等対策の推進に関する特別措置法 

（第２条第１項）    建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていない    ことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）    をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。      ※おおむね１年以上使用されていないもの       ・建築物、建築物に附属する門、塀、物置など       ・全戸空家のアパート、マンション、長屋       ・工場、空き店舗       ・火災による被災を受けた空家 

・老朽化により倒壊した空家 

 

（２） 管理不全な空き家等 
久喜市空き家等の適正管理に関する条例  （第２条第２号）    ・老朽化又は台風等の自然災害により倒壊するおそれのあること    ・建築材等を飛散させ当該敷地外にある者の生命、身体又は財産に危害を及ぼす 

おそれのあること    ・不特定者の侵入等による火災又は犯罪が誘発されるおそれのあること    ・敷地内の草木が著しく繁茂し、除枝又は除草が必要な状態であり、周囲への     生活環境を害するおそれのあること     

（３） 特定空家等 
空家等対策の推進に関する特別措置法 

（第２条第２項） 

（イ）そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態  （ロ）そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態  （ハ）適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態  （ニ）その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 
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２ 措置の流れ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　立入調査（法第9条第2項）

　　「特定空家等判定基準」の判定項目

　　　に基づき、市職員による立入調査を実施。

　　立入調査結果から判定について協議

　　立入調査結果、庁内会議の協議内容を踏まえ

    特定空家等認定の可否を協議

場合によって・・

　所有者の主張を含めた事情の把握　等

【適正な管理が行われていない空家等と判断】

市民からの情報提供

所有者等の調査（法第9条、第10条）

現地確認（外観目視）

空家等対策の推進に関する特別措置法空き家等の適正管理に関する条例

　《空家等対策庁内会議》

　《空家等対策協議会》

「特定空家等」に認定（市）

  命令　　　　（法14条第3項）

命令した旨の公示
（法第14条第11～12項）

命令　　　　（条例第8条） 　意見書提出又は公開の聴取（法第

14条第4～8項）

助言、情報提供、必要な援助等（法第12条）

助言　　　（条例第4条）

対象：特定空家等

助言又は指導（法第14条第1項）

指導、勧告（条例第7条）

対象：管理不全な空家等

勧告　　（法第14条第2項）

公表（条例第9条第１項）

状況に応じて特定空家等へ移行

略式代執行

戒　　告
（行政代執行法第3条）

意見陳述の機会の付与(条例第９条第２項)
措置を行うべき旨の公告

（法第14条第10項）

命令に従わなかった者の氏名等の

（法第14条第10項）

相続財産管理人の

申立

（民法952条）

行政代執行

（法第14条第9項）

所有者・

相続人あり

所有者・相続人なし

空家等と判断（市）

命令に従わな

かった場合


